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当社米国子会社における早期警告レポートに関する

NHTSA 調査への対応について

当社米国現地法人であるアメリカンホンダモーター（以下、Honda）は、現地時間 2015 年 1 月 8 日に、

「輸送機関のリコール、拡大、責任および文書化法（トレッド法）」により義務付けられた早期警告レポ

ートに関する調査への対応について、NHTSA（米国運輸省道路交通安全局）と合意したことを発表致しま

した。Honda は同意命令の一環として民事制裁金 7,000 万米ドルを支払うと同時に、引き続き一連の是正

措置を講じて参ります。

ホンダノースアメリカ上級副社長リック・ショステック（Rick Schostek）のコメント：

「Honda は本件を解決し、過去の早期警告レポートの不備を是正する重要な作業を進めています。Honda

は今後も NHTSA に全面的に協力し、透明性の向上と、報告実務の強化を図ります。」

Honda は、早期警告レポート義務の全面遵守を確実なものにするため、今回既に、違反を指摘された誤

りを訂正する対応をとっています。さらに、新たな教育の実施、報告に関する社内方針の変更、人員配置

および組織体制の変更ならびに早期警告レポートプロセスの監視体制の強化を推進しております。

本合意は、NHTSA が 11 月上旬に発行した特別命令に対する Honda の 2014 年 11 月 24 日付の回答に

基づくものです。NHTSA の特別命令は、Honda の早期警告レポートに適切に対処されていないデータの

不一致が見つかったのを受けて、Honda が 2014 年 9 月に第三者機関に委託した監査の予備調査結果を

NHTSA に開示した結果として出されたものです。NHTSA の特別命令を受けて調査をした結果、過去 10

年間にわたり、データ入力やコンピュータのコーディングに関するエラー、規制に関する解釈の誤り、そ

の他、保証請求や物損による損害賠償請求に関する報告における誤りなどで、書面による負傷または死亡

の申し立てや通知の内容を十分に報告できていなかったことが判明致しました。

以上



＜ご参考 米国現地法人の概要＞

(1)商号 アメリカンホンダモーターカンパニー・インコーポレーテッド

（英文 American Honda Motor Co., Inc.）

(2)代表者 山田 琢二

(3)所在地 米国 カリフォルニア州

(4)資本金 299,000 千米ドル

(5)事業内容 二輪車、四輪車、汎用パワープロダクツ及びその他製品の販売

(1)商号 ホンダノースアメリカ・インコーポレーテッド

（英文 Honda North America Inc.）

(2)代表者 山田 琢二

(3)所在地 米国 オハイオ州

(4)資本金 1,502 千米ドル

(5)事業内容 二輪事業、四輪事業、金融サービス事業、汎用パワープロダクツ事業及びその他の事業の統

括会社


